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分類*1
設置可能面積*2（km2）の推計 導入可能量*3（GW）の推計 年間発電電力量*3（TWh/年）の推計

推計条件 推計結果 推計条件 推計結果 推計条件 推計結果

屋根

公共施設

屋根面積に対する設置係数*4：0.50

48

設置面積あたり導入量*7：0.192kW/m2

9 建物間の影の影響を考慮して、各建物の屋

根の年間日射量 (kWh/m2)を算出し、以下

の式で年間発電電力量を推計

年間発電電力量 (kWh/年) =

日射量 (kWh/年/m2) × 設置面積 (m2) ×

変換効率 (-) × インバータ等効率 (-)

※変換効率とインバータ等効率は以下

変換効率：0.192 (-)

インバータ等効率：0.88 (-)

9

病院 24 5 5

学校 78 15 16

宿泊施設 6 1 1

商業施設 54 10 10

レジャー施設 18 3 3

交通系 6 1 1

その他建物 2725 523 548

壁面

公共施設

壁面面積に対する設置係数*5,6：0.8

（高さ2階以上の壁面を対象）

72

設置面積あたり導入量*7：0.192kW/m2

14 建物間の影の影響を考慮して、各建物の壁

面の年間日射量 (kWh/m2)を算出し、以下

の式で年間発電電力量を推計

年間発電電力量 (kWh/年) =

日射量 (kWh/年/m2) × 設置面積 (m2) ×

変換効率 (-) × インバータ等効率 (-)

※変換効率とインバータ等効率は以下

変換効率：0.192 (-)

インバータ等効率：0.88 (-)
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病院 48 9 3

学校 192 37 15

宿泊施設 18 3 1

商業施設 42 8 3

レジャー施設 18 3 1

交通系 18 3 1

その他建物 4994 959 402

建物系太陽光導入ポテンシャルの推計条件と結果内訳

建物の屋根および壁面における太陽光導入ポテンシャルを推計した

*1 本検討における建物分類の定義と esriジャパン 「詳細地図2018」における建物区分との対応は以下の通り（その他建物には戸建住宅、集合住宅、オフィスビル等を含む）

公共施設：「目標物（公共施設）」

病院：「目標物（医療）」

学校；「目標物（学校）」

宿泊施設：「目標物（宿泊施設）」

商業施設：「目標物（商業施設）」

レジャー施設：「目標物（余暇・レジャー）」

交通系：「目標物（交通）」

その他建物：「一般家枠（その他）」、「目標物（目標物）」、「目標物（その他）」

*2 esriジャパン 「詳細地図2018」における建物ポリゴンの屋根面積や壁面面積に対して設置係数を乗ずることで設置可能面積を推計

*3 導入可能量はDCベース、年間発電電力量はACベースにて推計

*4 環境省 「令和３年度 再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方策検討等調査委託業務報告書」のレベル2（現状の延長線上として設置可能なスペースにできるだけ設置するレベル）のおおよそ平均値を採用

*5 建築基準法において定められている居室床面積に対して必要な開口部の割合を基に、窓部分等を除いた壁面面積の比率を採用

*6 昨今、ペロブスカイト型太陽光など窓への設置が可能な太陽光発電がある。本報告では、参考として、窓部分に設置した場合の推計値に関しても算出を行った。

*7 2020年時点の各メーカーの太陽光パネルの面積あたり容量の平均値を採用
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日射量計算の概要

影の影響を考慮して建物屋根および壁面に当たる日射量を計算した

*1 JST（2021）「地理情報や最新・将来技術の動向、影の影響を反映した、国内の太陽電池導入ポテンシャルの算出 －東京都内の解析－」

*2 S. Wang and M. Ihara et al., 「壁面設置による東京都の太陽光発電ポテンシャルの算出と日間電力変動抑制効果の検討」, 化学工学会第54回秋季大会, 2023

概要*1,2

- 全国詳細地図（2018年度版、esriジャパン）の建物ポリゴンデータを用いて、各建物の屋根面と壁面の日射量を算出

- 屋根面または壁面の各測定ポイント周辺の起伏をもとに、全天半球の中で障害物に遮られない可視領域が計算され、年間の

太陽軌道から直射光、散乱光日射量の年間値を出力

- 年間15日ごとに15分ごとの日射量を計算し、年間で合算することで総日射量を計算

冬至夏至
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設備利用率の分布

北面は2-3%、東西面は5-6%、南面は8-9%の設備利用率となる壁面が多い
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*1 真北面を0°として-45~45°を北壁面、45~135°を東壁面、135~225°を西壁面、225~315°を南壁面として定義し、各方位ごとに設備利用率分布を推計

*2 令和3年度発電コスト検証WGの住宅用太陽光の諸元（建設費16.3万円/kW、廃棄費用0.815万円/kW、運転維持費3000円/kW/年、稼働年数25年）をもとに各設備利用率において発電単価を簡易的に推計
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各季節における1時間ごとの日射量

夏至を除き南面への日射量が最も大きく、東西面は日射量がピークとなる時間帯が異なる

春分 夏至 秋分 冬至
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* 真北面を0°として-45~45°を北壁面、45~135°を東壁面、135~225°を西壁面、225~315°を南壁面として定義し、各方位ごとに設備利用率分布を推計

北壁面* 東壁面* 西壁面* 南壁面*
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太陽光導入ポテンシャルにおける設置方位の内訳

屋根に比べて壁面は導入可能量としては大きいものの、年間発電電力量は小さくなる

年間発電電力量導入可能量

* ペロブスカイト太陽電池を窓部分等に設置した場合に増加が見込まれる（ただし、建物ごとの窓の位置については考慮しておらず、各建物で壁面面積の約2割を窓部分が占めるとして推計）
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地域別の太陽光導入ポテンシャル（GW）

屋根と壁面を含めて建物系は東京や関西などの都市部にポテンシャルが高い傾向にある
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地域別の太陽光導入ポテンシャル（TWh/年）

ポテンシャルベースでは各地域の電力需要に相当する発電電力量が得られる

0

50

100

150

200

250

300

350

400

北海道 東北 東京 北陸 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

太
陽

光
導

入
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
 (

T
W

h
/年

)

建物壁面

建物屋根

電力需要

* 電力広域的運営推進機関 「2024年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について」

*
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洋上風力
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洋上風力導入ポテンシャルの推計条件と結果内訳

レーダー等による制約条件を反映し、洋上風力の導入ポテンシャルを推計した

分類

設置可能面積（km2）の推計 導入可能量の（GW）推計 年間発電電力量（TWh/年）の推計

推計条件（レーダー制約*1） 推計条件（その他） 推計条件 導入可能量 推計条件 発電電力量

レーダー制約なし

離岸距離22km以内

（領海内）
制約なし

以下のエリアは推計対象外とする

– 高度150mの風速6.5m/s未満*4

– 水深200m以上*4

– 離岸距離200km超*5

以下は検討対象外とする

– 船舶の運航への影響

– 地域共生

– 系統制約

– 電力需要

– 漁業調整

– 地盤条件

設置面積あたりの導入可能量*6

：0.008kW/m2

1412

以下の式で年間発電電力量を推計

年間発電電力量 (kWh/年) =

導入可能量 (kW) × 8760 (h/年) 

× 設備利用率 (-)

※設備利用率は環境省REPOSの

試算を参考に、風速と設備利用率

の関係を線形近似して推計

（平均約40%）

5145

離岸距離22-200km

（領海外）
752 2940

レーダー制約あり

（気象）

離岸距離22km以内

（領海内） 以下のエリアは推計対象外とする

– 気象レーダーと距離45km未満*2

1129 4114

離岸距離22-200km

（領海外）
733 2869

レーダー制約あり

（気象/航空）

離岸距離22km以内

（領海内） 以下のエリアは推計対象外とする

– 気象レーダーと距離45km未満*2

– 航空レーダーと距離110km未満*3

297 1117

離岸距離22-200km

（領海外）
454 1810

11

*1 気象レーダーや航空レーダーの監視範囲に風車を建設できないと仮定。防衛レーダーによる制約は防衛・風力発電調整法案において基本的に陸上風力に適用されることから、本検討では洋上風力への影響は考慮しないこととした。

*2 世界気象機関（WEO）において示されている気象レーダーの観測範囲を推計対象外とする

*3 空港監視レーダーの監視対象範囲を推計外対象とする

*4 環境省REPOSにおける風速や水深の閾値を採用

*5 本推計にて使用したGlobal Wind Atlasにおける風速情報は離岸距離200km以内の範囲で推計されており、離岸距離200km超のエリアにおける洋上風力ポテンシャルについては推計対象外とした。

*6 環境省REPOSにおける風車の配置方法の想定を参考に設定（ハブ高さ150m、ブレード半径100m、単機定格出力10000kW）
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洋上風力導入ポテンシャルの推計方法

風速や水深、レーダー等の地理情報をベースに各地域の導入ポテンシャルを算出した

インプット データ処理 アウトプット

レーダー位置情報*3

推計除外条件

ポテンシャル推計
- 導入可能量 (GW) 

- 設備利用率 (%)

- 風速が 6.5 m/s 未満

- 水深が 200 m 以上

- 離岸距離が 200 km 超

- 気象レーダーとの距離が 45 km 未満

- 航空レーダーとの距離が 110 km 未満

地域ごとポテンシャル

水深*2

風速*1

*1 Global Wind Atlas 150mにおける1kmメッシュの風速情報を利用。Global Wind Atlasでは離岸距離200km以内を推計対象範囲としている。

*2 Global Wind Atlas が提供する1kmメッシュの水深情報から、本検討の推計範囲である離岸距離200km以内の範囲を抽出

*3 各レーダーはの出典は以下の通り

気象レーダー：気象庁 「気象庁のレーダー配置」、「空港気象ドップラーレーダーの位置」、「風力発電施設が気象観測レーダーに及ぼす影響」

航空レーダー：国土交通省航空局の各種資料

防衛レーダー：航空自衛隊 「基地一覧」

12
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レーダーによる導入制約

気象・航空レーダーの観測範囲内に風車を立てる場合、管理主体との調整が必要となる

*1 気象庁 「風力発電施設が気象観測レーダーに及ぼす影響」より引用

*2 新潟市 「新潟市太陽光発電及び陸上風力発電に係るゾーニング報告書（素案）」より引用

- 世界気象機関では風車の立地に対する指針を示している

- 気象レーダーから5kmの範囲は風車を立てるべきではない

- 気象レーダーからの45kmの範囲は気象庁や国交省と調整が必要

- 空港監視レーダー（ASR）の監視範囲は約110km

- 新潟市のゾーニング報告書においては、航空監視レーダーから半径

110kmの範囲内は国交省航空局と協議が必要と言及

13

気象レーダー*1 航空レーダー*2
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洋上風力導入ポテンシャルの地域分布

レーダー制約を受けないエリアは北海道や九州に集中する

14

気象レーダー制約を受ける範囲

気象/航空レーダー制約を受ける範囲＋

レーダー制約を受けない範囲

© OpenStreetMap contributors
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洋上風力導入ポテンシャル

気象レーダーと航空レーダーによる制約によって導入ポテンシャルは半分以上減少する
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地域別の洋上風力導入ポテンシャル（GW）

洋上風力の導入ポテンシャルは北海道や九州に偏在する
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* 風車が最も近い一次変電所に接続されるとして、 各地域の洋上風力ポテンシャルを集計している
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地域別の洋上風力導入ポテンシャル（TWh/年）

条件によっては各地域で電力需要を大きく上回るポテンシャルが存在する
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*1 風車が最も近い一次変電所に接続されるとして、 各地域の洋上風力ポテンシャルを推計している

*2 電力広域的運営推進機関 「2024年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について」
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陸上風力

太陽光1

3

洋上風力2

陸上風力3
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陸上風力導入ポテンシャルの推計条件と結果内訳

レーダー等による制約条件を反映し、陸上風力の導入ポテンシャルを推計した

分類

設置可能面積（km2）の推計 導入可能量の（GW）推計 年間発電電力量（TWh/年）の推計

推計条件（レーダー制約*1） 推計条件（その他） 推計条件 導入可能量 推計条件 発電電力量

レーダー制約なし 制約なし

以下のエリアは推計対象外とする

– 高度80mの風速5.5m/s未満*5

– 標高1200m以上*5

– 居住地からの距離500m未満*5

– 国立・国定公園のあるエリア*5

以下は検討対象外とする

– 地域共生

– 系統制約

– 電力需要

– 地盤条件

設置面積あたりの導入可能量*6：

0.01kW/m2

484

以下の式で年間発電電力量を推計

年間発電電力量 (kWh/年) =

導入可能量 (kW) × 8760 (h/年) × 

設備利用率 (-)

※設備利用率は環境省REPOSの試算

を参考に、風速と設備利用率の関係を

線形近似して推計

（平均約30%）

1431

レーダー制約あり

（防衛）

以下のエリアは推計対象外とする

– 防衛レーダーや周辺の標高に応じて、

風車を建設できない範囲を設定*2

379 1110

レーダー制約あり

（防衛/気象）

以下のエリアは推計対象外とする

– 防衛レーダーや周辺の標高に応じて、

風車を建設できない範囲を設定*2

– 気象レーダーと距離45km未満*3

312 923

レーダー制約あり

（防衛/気象/航空）

以下のエリアは推計対象外とする

– 防衛レーダーや周辺の標高に応じて、

風車を建設できない範囲を設定*2

– 気象レーダーと距離45km未満*3

– 航空レーダーと距離110km未満*4

132 395
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*1 気象レーダーや航空レーダーの監視範囲に風車を建設できないと仮定。防衛レーダーについては防衛・風力発電調整法案における電波障害区域には風車を建設できないと想定した。

*2 Global Wind Atlas より得られる標高の地理情報と想定最大風車高を仮定し、防衛・風力発電調整法案における電波障害区域の範囲を推計

*3 世界気象機関（WEO）において示されている気象レーダーの観測範囲を推計対象外とする

*4 空港監視レーダーの監視対象範囲を推計外対象とする

*5 環境省REPOSにおける各種推計除外条件を記載

*6 環境省REPOSにおける想定値を記載（ハブ高さ90m、ブレード半径60m、単機定格出力4000kW）
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電波障害防止区域の概要

防衛・風力発電調整法案では警戒監視等に係る区域を指定している

20

防衛・風力発電調整法案* 電波障害防止区域の範囲

* 衆議院 「風力発電設備の設置等による電波の電波障害を回避し電波を用いた自衛隊の円滑かつ安全な活動を確保するための措置に関する法律案」より引用

レーダーと水平線との距離

レーダー標高風車高＋標高

電波障害防止区域

第三条 防衛大臣は、次の各号に掲げる自衛隊等の活動について、
風力発電設備の設置等が行われた場合に著しい障害を生ずるおそ
れがあり、これを防止して電波を用いた自衛隊等の円滑かつ安全な
活動の確保を図るために必要があるときは、その必要な限度において、
当該各号の区分に応じ、当該各号に定める区域を電波障害防止区
域として指定することができる。

一 自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第八十二
条の三の規定による弾道ミサイル等に対する破壊措置、同法第八十
四条の規定による領空侵犯に対する措置等のために必要なレーダーを
用いてする監視 当該監視のために設置された電波を発射し及び受
信する機材と水平線とを結んだ平面のうち、その高さを我が国におい
て想定される最も高い風車高として防衛省令で定めるもの（以下こ
の項において「想定最高風車高」という。）と標高とを合算した高さが
超える部分を地上に投影した区域
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陸上風力の設置に影響する範囲

標高の高い場所に位置するレーダーは最大半径約100kmの範囲が監視対象となる

21

防衛レーダーと水平線との距離*

レーダー制約を受ける範囲*

* 想定最大風車高を150m（= ハブ高さ90m + ブレード半径60m）として推計

© OpenStreetMap contributors



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

陸上風力導入ポテンシャルの推計方法

防衛・気象・航空レーダーによる影響を考慮して各地域の導入ポテンシャルを算出した

推計除外条件

ポテンシャル推計
- 導入可能量 (GW)

- 設備利用率 (%)

- 防衛レーダーや周辺の標高に応じて、風車を

建設できない範囲を設定

- 気象レーダーとの距離が 45 km 未満

- 航空レーダーとの距離が 110 km 未満

地域ごとポテンシャル

レーダー位置情報*2

導入可能量*1

22

インプット データ処理 アウトプット

*1 環境省REPOSにおける陸上風力の導入可能量のメッシュデータを利用

*2 各レーダーはの出典は以下の通り

気象レーダー：気象庁 「気象庁のレーダー配置」、「空港気象ドップラーレーダーの位置」、「風力発電施設が気象観測レーダーに及ぼす影響」

航空レーダー：国土交通省航空局の各種資料

防衛レーダー：航空自衛隊 「基地一覧」
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陸上風力導入ポテンシャルの地域分布

レーダー制約を受けないエリアは北海道に集中する
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防衛レーダー制約を受ける範囲

防衛/気象レーダー制約を受ける範囲＋

防衛/気象/航空レーダー制約を受ける範囲＋ ＋

レーダー制約を受けない範囲

© OpenStreetMap contributors
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陸上風力導入ポテンシャル

レーダー制約によって陸上風力の導入ポテンシャルは約1/4にまで減少する
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地域別の陸上風力導入ポテンシャル（GW）

陸上風力の導入ポテンシャルは北海道や東北に偏在し、レーダー制約の影響を強く受ける

0

50

100

150

200

250

300

北海道 東北 東京 北陸 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

陸
上

風
力

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

 (
G

W
)

レーダー制約なし

防衛レーダー制約

防衛/気象レーダー制約

防衛/気象/航空レーダー制約

25



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

地域別の陸上風力導入ポテンシャル（TWh/年）

陸上風力のポテンシャルは北海道と東北で大きいものの、電力需要とミスマッチが存在する
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* データソース： 電力広域的運営推進機関 「2024年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について」
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